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１．基本的な考え方 

 令和２年度の予算編成に当たっては、本学の「財務基本方針」に沿って策定するこ

ととし、第三期中期目標・中期計画や各種補助金等における評価指標（KPI）の確実な

達成に向けた予算編成を基本とする。 

その上で、当面の収支見通し等を踏まえつつ、運営費交付金における基盤的経費の

削減に対応するための管理的経費の抑制、教育研究活動を支える基盤的経費の確保、

本学の機能強化促進に向けた戦略的取組への予算配分の重点化を図る。 

２．予算編成フレーム及び方向性 

 「ミッション再定義」における本学の強みや特色、社会的役割を踏まえつつ、本学

の機能強化を推進することを前提として、重点課題や政策課題に対応した以下の予算

編成フレームに基づき、予算編成を行う。 

なお、厳しい財政状況にあるため、可能な限り運営・事業経費の節減を図りつつ、

教育研究の質確保のための基盤的経費や学生支援経費を維持するとともに、本学が重

点戦略に掲げるグローバル・イノベーション・コミュニティ機能強化に係る戦略的取

組に係る経費の重点化を図る。 

★ 令和２年度予算編成フレーム

（１）教育研究基盤の確保

（２）教育研究のグローバル化・活性化に向けた重点的支援

（３）社会連携・地域貢献の推進

（４）学生支援の強化・充実

（５）運営基盤・ガバナンスの確立

（６）教育研究環境の整備・充実
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３．当初収入・支出予算の概要（運営費交付金等対象予算 当初予算ベース） 

【 収 入 】 （単位：千円） 

区 分 令和２年度 令和元年度 増▲減額 増減率
運営費交付金収入 4,852,270 4,889,933 ▲ 37,663 -0.8%

学生納付金等収入 2,531,872 2,537,368 ▲ 5,496 -0.2%

合 計 7,384,142 7,427,301 ▲ 43,159 -0.6%

※ 「運営費交付金収入」減の主な要因は、国の修学支援新制度実施（運営費交付金外で実施） 

に伴う「授業料等免除枠」の減である。

※ 上記の他、受託事業等収入 749,871 千円、業務達成基準適用事業(複数年度事業)経費未執行
（見込）分 231,963 千円、目的積立金取り崩し分 140,000千円、施設整備費補助金等 677,628
千円、収入予算の総額は 9,183,604千円。
また、「退職手当」及び「年俸制導入促進費」の一部が、運営費交付金収入として年度途中
に追加措置される見込み。

【 支 出 】   （単位：千円）

令和２年度 令和元年度 増▲減額 増減率

5,517,450 5,532,630 ▲ 15,180 -0.3%

476,044 474,022 2,022 0.4%

49,281 62,162 ▲ 12,881 -20.7%

224,371 293,837 ▲ 69,466 -23.6%

891,390 878,640 12,750 1.5%

225,606 186,010 39,596 21.3%

7,384,142 7,427,301 ▲ 43,159 -0.6%合 計

予算編成フレーム

（１）教育研究基盤の確保

（３）社会連携・地域貢献の推進

（４）学生支援の強化・充実

（２）教育研究のグローバル化・
 活性化に向けた重点的支援

（５）運営基盤・ガバナンスの確立

（６）教育研究環境の整備・充実

※ 上記の他、受託事業等支出 749,871 千円、業務達成基準適用事業(複数年度事業)経費未執
行（見込）分 231,963 千円、目的積立金取り崩し分 140,000 千円、施設整備費補助金等 677,628
千円、支出予算の総額は 9,183,604千円。

また、「退職手当」及び「年俸制導入促進費」の一部を「（１）教育研究基盤の確保」として
追加で支出する見込み。 
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４．当初支出予算の主要事項 
※１．金額（ ）書きは対前年度比を示す

 

○大学の本来的活動を支える教育研究基盤の確保

   〈 基盤教育費 362,141千円（ 768千円増 ） 〉 

教育の質を確保するため、昨年度同額の学生当単価に収容定員を乗じることにより算出した
学生当教育経費を計上する。 

また、複数課程開講科目支援経費や基盤教育学域における教育経費、研究生経費や非常勤講
師に係る経費（手当・旅費）を昨年度同額計上する。 

   〈 高度人材育成機能強化に係る中期的ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ関連事業費 83,390千円 
※業務達成基準適用事業（2016-2021）2019未執行（繰越）予定分※外数〉

第３期中期目標・中期計画を踏まえ実施・展開する「実験・実習環境整備事業」「グローバル
人材育成事業」「学部・大学院一貫教育推進事業」に係る事業費を計上する。 

〈 基盤研究費 124,400千円（ 800千円増 ） 〉 

研究基盤を確保するため、昨年度同様、教員一人当たり積算単価を一律 400千円計上する。 

また、文部科学省における卓越研究員制度により採用された教員については、上記研究費に

加えて 1,000千円を追加計上する。

〈 基盤研究費（繰越分） 112,538千円（ 6,967千円増 ） 〉 

  研究活動の計画的・継続的な展開を図るため、基盤研究費の令和元年度繰越分（繰越承認額）

を計上する。（※年度内の執行額に応じて変動の可能性あり） 

〈 人件費 4,644,185千円（ 21,623千円増 ） 〉 

職位比率プロポーション改革の推進を図ることとし、人件費について、人事院勧告に基づく

給与改定による人件費増加、過去の執行実績等も考慮の上、所要額を計上する。 

〈 退職手当 243,827千円（ ▲48,631千円減 ） 〉 

文部科学省措置額を計上する。なお、今後文部科学省において各大学の所要見込額を精査の

うえ、年度途中に追加配分される見込み。 

〈 年俸制導入促進費 30,359千円（  3,293千円増 ） 〉 

 文部科学省措置額（令和２年度予定人数の第３四半期分まで）を計上する。なお、今後文部

科学省において実際の導入人数の実態を踏まえ、年度途中に調整される見込み。 

（１） 教育研究基盤の確保   5,517 百万円 （ ▲15 百万円減 ） 
※その他、業務達成基準適用事業未執行分（見込）83百万円を別途計上
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① 機能強化を支える戦略拠点の活動促進

〈 デザイン主導未来工学センター事業費・運営費（繰越分を含む） 372,949千円（ ▲1,825千円減 ）〉 

デザインを中核とした分野横断での重点戦略組織「デザイン主導未来工学センター（CdE）」
における学際融合教育プログラム「デザインセントリックエンジニアリングプログラム（dCEP）」
及びセンターの各拠点（KYOTO Design Lab、昆虫先端研究推進拠点、先端ものづくり・繊維研
究推進拠点、グリーンイノベーションラボ、新素材イノベーションラボ）における戦略的取組
に係る事業費・運営費を計上する。 

また、令和年度からの繰越額（繰越承認額 6,854 千円）を計上する。（※繰越分については年
度内の執行額に応じて変動の可能性あり） 

〈 デザインシンキング教育の強化に向けたプロジェクト実施事業 71,942千円 
※業務達成基準適用事業（2018-2020）2019未執行（繰越）予定分※外数〉

「デザインセントリックエンジニアリングプログラム」実施に係るプロジェクト「和楽庵サ

イバーハウス化プロジェクト」に関係する経費を計上。

②教育研究活動の戦略的・重点的な推進

〈 教育プロジェクト支援経費   12,249千円（ ▲2,489千円減 ） 〉 

文部科学省等の補助金事業等に係る継続的な展開を図るため、教育プロジェクト支援経費を

計上する。なお、配分額の決定は、総合教育センターにおいて事業の実績や有効性等を十分検

証のうえ行う。 

〈 研究戦略推進委員会事業費   32,079千円（ 4,240千円増 ） 〉 

「研究戦略推進委員会」において実施する研究推進支援（科研費獲得支援、シンポジウム等

開催支援、大型外部資金獲得支援等）、学術論文の学術誌への投稿料等の支援、被引用数の高

い学術論文に対するインセンティブ、大型外部資金獲得のためのプログラム・ディレクター設

置や研究分析ツールの導入などの研究活性化・推進事業のための経費等を計上する。 

③教育研究活動のグローバル化推進

〈 キャンパスグローバル化事業経費   4,000千円 （ ▲1,593千円減 ） 〉 

国からのスーパーグローバル大学創成支援事業補助金により実施する海外教員派遣や英語教

育、ジョイントディグリー・ダブルディグリー等の国際連携プログラムの開設・実施、グロー

バルインターンシップなどのキャンパスグローバル化事業の展開に要する学内負担分を計上。 

④研究活動活性化のためのインセンティブ付与

〈 研究活動活性化インセンティブ経費   30,309千円 （ 3,893千円増 ） 〉 

研究活動を活性化させるため、間接経費が措置される外部資金を獲得した教員に対し、間接

経費の 10%相当額の研究費を配分する制度に係る経費を 14,000千円計上する。 

また、過年度配分した当該経費の令和元年度繰り越し分（繰越承認額）16,309千円を計上す

る（※年度内の執行額に応じて変動の可能性あり）。 

（２） 教育研究のグローバル化・活性化に向けた重点的支援

  476 百万円 （ 2 百万円増 ） 
※その他、業務達成基準適用事業未執行分（見込）72百万円を別途計上
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⑤若手研究者の育成および女性研究者への支援 

〈 若手研究者・女性研究者支援経費      21,458千円（  696千円増 ） 〉 

若手研究者及び女性研究者の研究推進を図るため、研究活動に係る支援経費を計上する。 

 

⑥新任教員の教育研究活動への支援 

〈 新任教員特別支援経費           3,000千円（ ▲900千円減 ） 〉 

新任教員が就任直後から教育研究に邁進できるよう環境整備を図るため、令和 2 年 4 月 1 日

以降採用予定者分に係る研究スタートアップ経費を計上する（配分単価は昨年度同額を計上）。 
          

 
 
 
 
 
 

○社会連携・地域貢献活動の推進及び地域貢献に資する人材育成及び 

〈 社会連携・地域貢献活動等支援経費    32,988千円（ ▲7,182千円減 ） 〉 

地（知）の拠点大学としての社会的役割を果たすため、地域の企業や自治体、学校等との連

携活動への支援に要する経費や地域連携拠点の綾部・北部産業創造センターの運営経費、地域

貢献人材育成プログラム「地域創生 Tech Program」に係る運営費を計上。 

 

〈 産学公連携推進センター事業費・運営費（繰越分を含む） 13,612千円（▲5,712千円減） 〉 

「産学公連携推進センター」において実施する、産学連携による共同研究や技術移転の促進

のため、研究力の発信強化事業や技術移転支援事業、及び産学公連携による社会人教育プログ

ラム「ＫＩＴリカレント教育プログラム」の実施に関する事業経費及び運営費を計上。 
また、令和元年度からの繰越額（繰越承認額 1,564 千円）を計上する。（※繰越分については

年度内の執行額に応じて変動の可能性あり） 
 

〈 地域連携活動を展開するキャンパス運営経費  2,681千円 （  13千円増 ） 〉 

地域課題解決における拠点として活用する「福知山キャンパス」、「京丹後キャンパス」にお

ける運営・施設維持管理費を計上する。 

 

〈 福知山キャンパス機器・備品等整備事業費 3,079千円 

※業務達成基準適用事業（2017-2020）2019未執行（繰越）予定分※外数〉 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

（３） 社会連携・地域貢献の推進  49 百万円 （ ▲13 百万円減 ） 
※その他、業務達成基準適用事業未執行分（見込）3百万円を別途計上 
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①授業料及び入学料免除枠等の確保による修学機会への配慮 

〈 授業料・入学料免除枠         182,720千円（ ▲80,386千円減 ） 〉 

修学機会の確保の観点から、文部科学省より措置された「授業料・入学料免除枠」を計上す

るとともに、大学独自の免除枠を追加計上する。なお、令和２年度より実施される修学支援新

制度に係る経費ついては別途国より措置される予定。 
 

(1) 運営費交付金算定上の授業料免除分 151,125千円（ ▲84,181千円減 ） 

文部科学省より措置された授業料免除実施経費を計上する。 
 

(2) 大学独自の授業料等免除分 31,595 千円（ 3,795千円増 ） 

本学独自の授業料免除を実施するため、以下の事業について実施経費を計上する。 

なお、事業毎の配分額の決定については、学生支援センターにおいて、免除対象人数等の実

態を踏まえつつ行う。  

 

〈 新制度対応のためのシステム改修事業 15,326千円 
※業務達成基準適用事業（2019-2020）2019未執行（繰越）予定分※外数〉 

修学支援新制度実施に伴い必要となる学内システムの改修費を計上。 

 

②就業意欲向上のためのキャリア形成の支援 
 

〈 キャリア形成支援経費                   4,587千円（  461千円増  ） 〉 
社会的・職業的自立を図るために必要な能力を培う観点から、学生支援センターにて企画・ 

実施するキャリア形成のための事業経費を計上する。 

 

③学生の活動支援 
 

〈 学生活動支援経費             30,064千円（ 10,459千円増 ） 〉 
入学者の多様化の進展を踏まえ、留学生、障害学生の支援を行うとともに、学生の課外活動

支援、学生の福利厚生設備の充実を行うための経費を計上する。 
 

〈 学生と教員の共同プロジェクト実施経費     7,000千円（   同 額   ） 〉 
コンテスト参加や出展、課外活動等、教員のサポートを受けながら学生が主体的に取り組む 

プロジェクトに対する支援経費を計上する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 学生支援の強化・充実  224 百万円 （ ▲69 百万円減 ） 
※この他、入学料免除枠として 6 百万円を収入見込額から控除予定 

※この他、業務達成基準適用事業未執行分（見込）15 百万円を別途計上 
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①学長のリーダーシップによる大学改革の推進 

〈 学長裁量経費                        85,000千円 （  同   額  ） 〉 

学長のリーダーシップにより大学運営及び教育研究の戦略的展開による大学改革を推進する

ため、トップマネジメントを実行する上で必要な経費を計上する。 

 
 

②危機管理等リスクマネジメントの推進 

〈 危機管理等安全対策経費                8,936千円（ ▲101千円減 ） 〉 

災害等発生時等における学生・教職員の安全確保に対応するため、危機管理・安全対策に必

要な経費を計上する。 

 

〈 予備費                       20,000千円 （  同   額  ） 〉 

突発的な事故や事案が発生した場合の危機管理等対応経費として、予備費を計上する。 

 

③教育研究活動を支えるセンター等機能の確保 

〈 教育研究支援組織等事業経費         49,452千円（ ▲3,967千円減 ） 〉 

教育研究支援組織等における事業経費については、内容を精査した上で、機能強化経費の目

的に合致する事業を優先しつつ必要な経費を計上する。 

 

〈教育研究支援組織等運営費（繰越分を含む） 61,033千円（  803千円増  ） 〉 

教育研究支援組織等における運営費については、運営上の基盤的経費を計上する。また、令

和元年度からの繰越額（繰越承認額 5,064千円）を計上する。（※繰越分については年度内の執

行額に応じて変動の可能性あり）         
 

④教職員の資質向上 

〈 教職員資質向上推進経費                  2,569千円（ ▲307千円減 ） 〉 

教職員の資質向上及び業務処理能力の強化を図るため、大学運営・教育研究支援等に係る計

画的な研修に係る経費を計上する。 

 

⑤大学運営基盤を支える業務管理機能の確保 
 

〈 一般管理費等（一般管理費(事務部門運営費含む)・光熱水料）  

545,173千円（10,536千円増 ） 〉 

一般管理費等については、可能な限り経費節減に努めつつ、最低限必要となる見込額を計上

する。なお、光熱水費の一部については、大学運営管理経費（間接経費等）において別途確保

する。                  

 

〈 管理部門等事業費                    119,227千円（ 5,786千円増 ） 〉  

管理部門等の事業経費については、緊急性・必要性の高い事項を精査した上で計上する。 
 
 

（５） 運営基盤・ガバナンスの確立 891 百万円 （ 13 百万円増 ） 
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①キャンパス環境の整備・充実 
 

〈キャンパス環境強靭化経費                  129,956千円（ 66,667千円増 ） 〉 
 

本学の教育研究機能の維持・向上を図るため、施設整備に係る経費を計上する。 

        

②学内共同利用施設・設備の維持・運営 

〈 教育研究設備維持運営費（繰越分を含む）    32,252千円（ 2,108千円増 ） 〉 

学内共同利用設備のメンテナンス等に係る維持運営経費を計上するとともに、令和元年度

からの繰越分（繰越承認額 18,102 千円）を計上する。（※繰越分については年度内の執行額

に応じて変動の可能性あり） 

 

〈 図書館機能強化推進経費                63,298千円（  3,619千円増 ） 〉 

 図書館機能の強化を図る観点から、電子ジャーナル・学術文献ＤＢの充実や環境整備、図書

資料修復等、図書館機能強化・環境改善のための事業費を計上する。 

 

〈 全学共同利用設備整備経費          計上なし （ ▲32,798千円減 ） 〉 

 

（６） 教育研究環境の整備・充実 226 百万円 （ 40 百万円増 ） 
※その他、目的積立金取崩分として 140百万円、業務達成基準適用事業未執行分（見込）として 61百万円、

施設整備費補助金として 657百万円、国立大学法人設備整備費補助金として 120百万円を別途措置 
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